
 

令和３年２月１３日の福島県沖の地震を踏まえた 

東京電力福島第一原子力発電所の耐震設計における 

地震動とその適用の考え方 
 

令和３年７月７日  

原 子 力 規 制 庁  

 

 

１． 経緯・趣旨 

東京電力福島第一原子力発電所（以下「１Ｆ」という。）では、これまで、

新規制基準によらない基準地震動（最大加速度 600gal。以下「Ss600」という。）
※１を用いて耐震設計が行われてきた※２ところ、東京電力は、令和 3年 2月 13

日に福島県沖で発生した地震は、１Ｆにおいて弾性設計用地震動（最大加速度

300gal（基準地震動の 1/2）。以下「Sd300」という。）を上回るものであった

と評価している※３。 

１Ｆの地震動に関しては、平成 26 年 8 月の第 19 回原子力規制委員会にお

ける指摘を踏まえ、１Ｆの地震対策の実施に当たって目標とする地震動の検討

が行われ、東京電力は検討用地震動（最大加速度 900gal。以下「Ss900」とい

う。）を設定している※４。 

この状況を踏まえ、今後の１Ｆの耐震設計において考慮すべき地震動とその

適用の考え方について、以下のとおり事務局で案を作成したところ、これを特

定原子力施設監視・評価検討会において東京電力ホールディングス株式会社

（以下「東京電力」という。）に提示し議論を行うことについて諮る。 

 

※１：「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平成 18 年 9 月 19 日原子力安全

委員会決定）（以下「耐震指針」という。）に基づいて設定された基準地震動。 

※２： １Ｆと実用炉（ＢＷＲ）における耐震クラス別の主要設備の比較（参考１） 

※３： 東京電力が作成した令和 3 年 2月 13 日の地震のはぎとり波と基準地震動・弾性設

計用地震動の比較（参考２） 

※４： 第 27 回特定原子力施設監視・評価検討会 資料２ 東京電力福島第一原子力発電

所の外部事象に対する防護の検討について（平成 26 年 10 月 3 日 東京電力作成）（参

考３） 

 

２． 今後の１Ｆの耐震設計に用いる地震動 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震の地震動は Ss600 を上回り、令和 3 年 2月

13 日の地震動は Sd300 を上回るものであったことに鑑みれば、今後の１Ｆの

耐震設計に用いる地震動は、このような地震動が実際に観測されたこと等を考
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慮したものであることが必要と考える。 

検討用地震動（Ss900）は、１Ｆにおける施設・設備等の現状や廃炉作業の

状況から、速やかにリスク低減を図り、着実に廃炉作業を進めることが必要で

あることを考慮して、早期に地震に対する防護対策を講じるために策定された

ものであり、精緻な地質調査結果等を踏まえたものではないが、これまでの新

規制基準に基づく審査の経験を踏まえれば、震源モデルの設定方法等はレシピ

等に基づく同様の方法を採用していることから一定の科学的根拠は有してい

る。また、この検討用地震動（Ss900）は１Ｆの建屋等の耐震性評価に用いら

れてきた。 

これらを踏まえ、当面の間、この検討用地震動（Ss900）を基本とした「１

Ｆの耐震設計における地震動とその適用の考え方」を再整理することが適当と

考え、３．にその具体案を示す。 

なお、今後設置する施設の目的や使用期間によっては、検討用地震動（Ss900）

を超える地震動の適用が必要となることも考えられ、その場合は改めて方針を

検討する。 

 

３． １Ｆにおける安全上の観点からの耐震クラス分類と適用する地震動 

(1) 耐震クラス分類 

現在の１Ｆにおいては、通常の実用発電用原子炉の耐震クラス分類ではなく、

核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等における耐震クラス分

類を参考にして、設備等の機能喪失による公衆への放射線影響の程度※５によ

り、以下のクラス分類とすることが適当と考える。加えて、Ｂクラスについて

は、１Ｆの状況に鑑み、以下に記載する３つの条件のいずれかに該当する設備

に対して、Ｂ＋クラスというより耐震性の高い分類を設けることが適当と考え

る。 

 

Ｓクラス： 5mSv ＜ 敷地周辺の公衆被ばく線量 

Ｂ＋クラス：50μSv ＜ 敷地周辺の公衆被ばく線量 ≦ 5mSv 

・恒久的に使用する設備 

・耐震機能喪失時にリスク低減活動や放射線業務従事者の被ばく線量

に大きな影響を与える設備 

・Ｓクラスの設備に対して波及的影響を与える可能性のある設備※６ 

Ｂクラス： 50μSv ＜ 敷地周辺の公衆被ばく線量 ≦ 5mSv 

Ｃクラス： 敷地周辺の公衆被ばく線量 ≦ 50μSv 

 

※５： 耐震クラス分類を行う際の影響評価のうち、液体の放射性物質の放出による影響評
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価の妥当性を示すことが困難な場合には、影響評価の対象からは除外し、その上で、多

核種除去設備等で処理する前の液体等、放出による外部への影響が大きい液体を内包す

る設備については、機能喪失したとしても海洋に流出するおそれのない設計とすること

を求める。また、多核種除去設備等で処理した後の液体等、放出による外部への影響が

比較的小さい液体を内包する設備は、上記の設計対応をすることが望ましいが、それが

困難な場合には、例えば機能喪失時の仮設ホースによる排水等の機動的対応等の放出時

の影響を緩和する措置を求める。 

 

※６： 事故後当初、Ｓクラスである原子炉格納容器や使用済燃料プールに波及的影響のあ

る設備はＢクラスに適用する地震力に加えて Ss600 に対する機能維持を求めてきたが、

現在の１Ｆは通常の発電用原子炉施設とは異なり、使用済燃料やデブリ中の放射性核種

の崩壊が進み潜在的な放射線リスクが低くなっているため、念頭に置くべき外部への影

響の程度を勘案し、燃料取り出し設備等のＳクラスの設備に波及的影響のある設備はＢ

＋クラスに分類することとする。 

 

(2) 地震動の適用の考え方 

２．の考え方を踏まえ、新規に設置する設備等については、検討用地震動

（Ss900）を１Ｆにおける新たな基準地震動（Ss）として設定し、1/2Ss（最大

加速度 450gal（Ss900 の 1/2）。以下「Sd450」という。）を新たな弾性設計用地

震動（Sd）として適用する。その上で、１Ｆの状況を勘案し以下を求める。 

 地震力の算定に際しては水平２方向及び鉛直方向について適切に組み

合わる。 

 Ｂ＋クラスには、Ｂクラスに適用する地震力に加えて、Sd450 に対し

て安全機能が維持されることを求める。 

 既に設置している設備等に対しては、原則として上記と同様の考え方

を適用する。ただし、該当する耐震クラスに対応した耐震性を評価し

た上で追加の対応が必要とされる設備のうち、廃炉作業への影響や対

応の実施による被ばくリスク等を勘案し合理的な範囲内で補強等の対

応ができないものについては、耐震性の不足に起因するリスクを早期

に低減するための対策を個別に検討する。 

 

上記適用する地震動及び適用の考え方を、現在申請中の案件を含む設備の例

示とともに別添１に示す。 

 

以上 
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別添資料 

別添１： １Ｆおいて今後適用する地震動、耐震クラス及び対象設備の例と現在

審査中の案件概要 

 

参考資料 

参考１： １Ｆと実用炉（ＢＷＲ）における耐震クラス別の主要設備の比較 

参考２： 東京電力が作成した令和 3年 2月 13 日の地震のはぎとり波と基準地

震動・弾性設計用地震動の比較（東京電力作成令和 3年 6月 3日面談

資料からの抜粋） 

参考３： 第 27 回特定原子力施設監視・評価検討会 資料２ 東京電力福島第

一原子力発電所の外部事象に対する防護の検討について（平成 26 年

10 月 3 日 東京電力作成） 

- 4 -



１Ｆおいて今後適用する地震動、耐震クラス及び対象設備の例（現時点の仮定に基づくもの）

適用する静的地震
力（変更無し）

適用する動的地震動
新規設備の例

（既設の新規改造を含む）
これまで適用してきた動

的地震動
既設設備の例

Ｓクラス

水平
3.0Ci (0.6G)

鉛直
1.0Cｖ（0.2G）

Ss900機能維持
Sd450弾性範囲

乾式燃料貯蔵設備
デブリ貯蔵設備

Ss600機能維持
Sd300弾性範囲

原子炉建屋
共用燃料貯蔵プール
共用プール使用済燃料ラック
乾式燃料キャスク貯蔵設備

B＋クラス＊2

水平
1.5Ci (0.3G)

鉛直
－

Sd450機能維持＊3

1/2Sd225弾性範囲
（共振時のみ）

大型廃棄物保管庫＊4

スラリー安定化処理設備
放射性物質分析・研究施設第２棟

デブリ取り出し設備＊5

２号燃料取り出し設備＊5

１号大型カバー＊5

Bクラス

水平
1.5Ci (0.3G)

鉛直
－

1/2Sd225弾性範囲
（共振時のみ） 廃スラッジ回収施設＊6 1/2Sd150弾性範囲

（共振時のみ）

汚染水処理設備
滞留水移送設備

３号PCV取水設備（B（Ss600機能維持））＊8

３号燃料取扱機（B（Ss600機能維持））＊8

Cクラス

水平
1.0Ci (0.2G)
鉛直
－

減容処理設備

＊１　地震力は、水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定する。

＊３　Sd450機能維持は、剛領域加速度がＢクラス静的加速度より大きいため、剛な場合も動的加速度を適用する。

＊４　分割申請ですでに認可した大型廃棄物保管庫建屋についても、現在申請中の建屋内設備と同様にSs900体系を適用する。

＊５　現行では原子炉格納容器や使用済燃料プールに波及的影響のある設備はB（Ss600機能維持）を求めていたが、今後はB+クラスに分類する。

＊６  廃スラッジ回収施設は、回収作業を行う比較的短期間に使用する設備であること、及び設備にて同時に扱う廃スラッジ量は少ないためBクラスに分類する。

＊８　原子炉格納容器、使用済燃料プールへの波及的影響を考慮しB（Ss600機能維持）としている。

これまでに設置した設備（現行Ss600体系＊7）

耐震クラス

今後設置する設備（Ss900体系を適用）＊1

＊７　既に設置している設備等に対しては、原則としてSs900体系を適用する。ただし、該当する耐震クラスに対応した耐震性を評価した上で追加の対応が必要とされる設備のうち、廃炉作業への影響や対応の
実施による被ばくリスク等を勘案し合理的な範囲内で補強等の対応ができないものについては、耐震性の不足に起因するリスクを早期に低減するための対策を個別に検討する。

　１Ｆにおいて今後、各耐震クラスに適用する地震動の概要を、新規設備の例とともに以下の表に示す。新規設備の耐震クラス分類は今後東京電力が影響評価を行った上で提示すべきもので
あるが、ここでは現時点の仮定に基づく分類を示す。また、Ss600体系を適用してきた既設設備についても、原則としてSs900体系を適用することとし、詳細については今後検討する。

＊２　Ｂクラスに分類されるもののうち、恒久的に使用する設備、耐震機能喪失時にリスク低減活動や放射線業務従事者の被ばく線量に大きな影響を与える設備、もしくはSクラスの設備に対して波及的影響を
与える可能性のある設備のいずれかに該当するもの。

別添1-1

既設設備も

原則として耐

震クラスを再

分類した上

でSs900体系

を適用する。

詳細につい

ては今後検

討。
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別添１－２        令和 3 年 2 月 13 日の地震を踏まえた耐震性評価を必要とする現在審査中の案件 
 
案

件 

放射性物質分析・研究施設第

2棟の設置 

大型廃棄物保管庫の架台等の

設置 

多核種除去設備スラリー安定

化処理設備の設置 
廃スラッジ回収施設の設置 

使

用

期

間 

恒久的に使用※ 

※使用開始は 2024 年度の予定 
恒久的に使用※ 

※使用開始は 2021 年度以降の予定 
恒久的に使用※ 

※使用開始は 2022 年度の予定 

6 ヶ月※ 

※当該施設の運転予定期間。使用開始は

2023 年度の予定 

イ

ン

ベ

ン

ト

リ 

燃料デブリ等 

線源強度は以下のとおり。 

① コンクリートセル No.1-4： 1.2×1014 

Bq 

② 試料ピット： 3.1×1015 Bq 

③ 鉄セル： 2.3×1011 Bq 

④ グローブボックス＋フード＋α・γ測定

室： 2.3×107 Bq 

※上記のうち②の試料ピットでは、分析・

試験を行わない。 

Cs 吸着塔：540 体※ 

※最大保管量。設計上のインベントリ

は、以下の区分による。 

S1：10.2×1015 Bq/体×36 体 

S2： 6.0×1015 Bq/体×324 体 

S3： 2.0×1015 Bq/体×180 体 

HIC：2 基※1 

保管容器：1基※2 

※１ 一日当たりの処理量。スラリー中の

放射能濃度は、Sr-90 換算で 1.4×107 

Bq/cm3、HIC 容積は 2.21×106 cm3 

※２ 一基当たり HIC6 基分のスラリーを有

し、容量は約 5.2 m3 

廃スラッジ：約 7m3 ※ 

※コンテナ内に内包する量（タンク、遠

心分離機及び保管容器の容量を含

む。）、インベントリは、約 1×1014 

Bq。保管容器 1本当たりの想定インベ

ントリは、2.5×1013 Bq、容量は 1m3。 

なお、プロセス主建屋の Dピットから回

収が必要な総スラッジ量は 37m3（保管容

器約 37 本分）。 
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参考１  １Ｆと実用炉（ＢＷＲ）における耐震クラス別の主要設備の比較 

※１：１F の既認可のＢクラス相当の設備の多くについては、床応答曲線がなくかつ早急にリスクを低減していく必要が

あったことから、共振影響評価用地震動による耐震評価を行っていない。 

１Ｆ 実用炉（ＢＷＲ） 適用地震力 
Ｓクラス相当 
・原子炉建屋 
・使用済燃料プール（共用プールを含む。） 
・使用済燃料貯蔵ラック 
・乾式キャスク仮保管設備 
 
 
 
・非常用ＤＧ（所内共通ディーゼル発電機及び

補機冷却系） 

Ｓクラス 
・原子炉建屋 
・使用済燃料プール 
・使用済燃料貯蔵ラック 
 
・非常用炉心冷却系 
・ほう酸注入系 
・可燃性ガス濃度制御系 
・非常用ＤＧ 

Ss 機能維持 
＋ 

静的地震力 3.0Ci 又は

Sd に対しておおむね

弾性域 

Ｂクラス相当※１ 
・RPV・PCV 注水設備（既設非常用スプレイラ

インは Ss 機能維持） 
・ほう酸注入系 
・3 号燃料取扱装置、クレーン 
・タービン建屋、廃棄物処理建屋 
・燃料プール冷却系 
・汚染水処理設備 

 高濃度滞留水受けタンク 
 Cs 吸着装置吸着塔 
 中濃度タンク 
 廃スラッジ一時保管施設 
 Cs吸着塔一時保管施設（ボックスカルバー

ト、クレーン）等 
・多核種除去設備 
・増設多核種除去設備 
・高性能多核種除去設備 
・大型廃棄物保管庫 

Ｂクラス 
・主蒸気系、給水系、浄化系 
 
 
・原子炉建屋クレーン 
・タービン、廃棄物処理建屋 
・燃料プール冷却系 
・廃棄物処理設備 静的地震力 1.5Ci と共

振影響評価用地震動

（1/2Sd）に対しておお

むね弾性域 

Ｃクラス相当 
・ＰＣＶ内窒素封入設備 
・減容処理設備 
 
 

Ｃクラス 
 
・雑固体・減容・圧縮設備 
・新燃料貯蔵設備 
・試料採取系 

静的地震力 1.0Ci に対

しておおむね弾性域 
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③自由地盤系南地点 はぎとり波の推定（加速度時刻歴波形）

解放基盤表面（O.P.-196m）に最も近いO.P.-200mの位置に設置されている地震計の
記録を用いて，はぎとり波を推定。

はぎとり波（NS方向）

はぎとり波（EW方向）

はぎとり波（UD方向）

時間（秒）

時間（秒）

時間（秒）

O.P.-200m観測記録（NS方向）

O.P.-200m観測記録（EW方向）

O.P.-200m観測記録（UD方向）

時間（秒）

時間（秒）

時間（秒）

0 50 100 150
-400
-200

0
200
400

加
速

度
(c

m
/
s2
)

279

0 50 100 150
-400
-200

0
200
400

加
速

度
(c

m
/
s2
)

363

0 50 100 150
-400
-200

0
200
400

加
速

度
(c

m
/
s2
)

181

0 50 100 150
-400
-200

0
200
400

加
速

度
(c

m
/
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【参考２】東京電力が作成した令和３年２月1３日の地震のはぎとり波と基準地震動・弾性設計用地震動の比較
（東京電力作成令和3年6月3日面談資料からの抜粋）
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③自由地盤系南地点 はぎとり波の推定（加速度応答スペクトル）

はぎとり波と基準地震動Ssの比較（水平方向） はぎとり波と基準地震動Ssの比較（鉛直方向）

基準地震動Ss-1H
基準地震動Ss-2H
基準地震動Ss-3H
はぎとり波（NS方向）
はぎとり波（EW方向）

基準地震動Ss-1V
基準地震動Ss-2V
基準地震動Ss-3V
はぎとり波
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③自由地盤系南地点 はぎとり波の推定（加速度応答スペクトル）

はぎとり波と弾性設計用地震動Sdの比較（水平方向） はぎとり波と弾性設計用地震動Sdの比較（鉛直方向）

弾性設計用地震動Sd-1H
弾性設計用地震動Sd-2H
弾性設計用地震動Sd-3H
はぎとり波（NS方向）
はぎとり波（EW方向）

弾性設計用地震動Sd-1V
弾性設計用地震動Sd-2V
弾性設計用地震動Sd-3V
はぎとり波
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無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

平成２６年１０月３日

東京電力株式会社

東京電力福島第一原子力発電所の
外部事象に対する防護の検討について

特定原子力施設監視・評価検討会
（第27回）

資料２

【 参 考 ３ 】
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１．防護対策の考え方について

１．１ 防護対策と除去・低減対策について

福島第一におけるリスクを効率的かつ現実的に低減していくため，地
震・津波に対する防護対策について，以下のように進める

 放射性物質の除去・低減対策（廃止措置）を着実に実施していく

 地震，津波に対しては，これまで実施してきた対策に加え，より大き
なハザードへの備えとして防護対策を今後も段階的・継続的に実施

 防護対策は，除去・低減対策が完了するまでの期間に応じて，適切に
実施していく

O.P.+4m

サブドレン

海水面

原子炉建屋

海側遮水壁凍土遮水壁

2.3号機海水配管
トレンチの
汚染水除去，閉塞

（年度内を予定）

タービン建屋

サブドレン

使用済燃料プール

凍土遮水壁

ALPS等

O.P.+10m

O.P.+35m

汚染水浄化
（年度内を予定）

仮設防潮堤

滞留汚染水
の水位低下

（今後実施）

消防車等
可搬設備は
高台に設置

タンクエリア
堰の嵩上げ，二
重化，堰内塗装

燃料取り出し
（４号機実施中）
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0
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（
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）

4号機燃料プール(H23.3.11)

4号機燃料プール(H26.9.1:燃料取出非考慮）

共用プール(H23.3.11)

発電プラントの燃料プール（柏崎6,7号機の停止後10日の例）
1.0E-02

1.0E-01

1.0E+00

1.0E+01

1.0E+02

1.0E+03

H23.3 H23.9 H24.3 H24.9 H25.3 H25.9 H26.3 H26.9 H27.3 H27.9

崩
壊

熱
[M

W
]

１号機 ２号機 ３号機

１．２ 福島第一におけるリスクの特徴

福島第一の特徴を踏まえ，リスクを効果的に低減していくことが重要

 時間の経過に伴い燃料(及びデブリ)のリスク（崩壊熱）は減少（図1,図2）。
原子炉を運転しておらず，新しい放射性物質も発生しない

 揮発性の希ガスやよう素は大部分が既に減衰

 建屋地下滞留汚染水，タンク内汚染水等，事故由来のリスクが存在
 ただし，建屋地下滞留汚染水に含まれる放射性物質濃度は減衰・水処理により減少

（セシウム137濃度は，事故時(H23.6)の約1/50に減少）

 廃止措置に向けた工程の進展によりリスク源の除去・低減が進む等，リスク源
の状況は変化していく

図1 燃料デブリの崩壊熱の推移 図2 燃料プール冷却停止時の水温上昇評価

事故直後と比較し燃料デブリ
の崩壊熱は1/100以下に低下

→原子炉注水が停止しても，
時間余裕は大幅に増加

燃料プール冷却が停止したとしても，
時間余裕は，大幅に増加

燃料プールは
100℃到達に10日

以上の余裕あり

１．防護対策の考え方について
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１．防護対策の考え方について

１．３ 防護対策の考え方
防護対策の検討にあたっては，以下を前提とすることが妥当
 段階的アプローチにより効果の高い対策から実施

福島第一の状況を踏まえ，リスクを着実かつ早期に低減できる対策，効果
的な対策に優先的に取り組む。そのため，部分的な達成度となるものであっ
ても，早期に着実に効果が上がる対策から着手する段階的アプローチを考慮
する
 ただし，将来の廃止措置方針に不確かさがあることを踏まえ，将来の工事への影

響についても配慮することが必要

 時間軸等をふまえて有効な対策を実施
防護対策に要する期間と除去・低減対策に要する期間の両者の時間軸を踏

まえることに加え，下記の要素も考慮し有効な対策を実施する
 防護対策が除去・低減対策等の廃止措置の工事に干渉し，廃止措置の工程遅延を

もたらすことが無いように配慮
 廃止措置の要員確保に影響しないように，被ばく線量に配慮
 高線量率等の現場環境を踏まえ実施可能性を考慮

 機動的対応を活用
恒久設備だけではなく，可搬設備を活用した機動的対応により重要な機能

を維持する
 機動的対応は柔軟性が高く，様々な原因による機能喪失に対応可能
 一方で機動的対応による機能確保には時間が掛かるが，崩壊熱の低下等により機

動的対応のための時間的余裕は増加傾向
 恒久設備への対策には制約（高い線量率の現場環境等）
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１．防護対策の考え方について

１．４ 防護対策の検討にあたっての評価の考え方

防護対策について検討を行う際は，以下について配慮する必要がある

 地震・津波の影響評価の考え方
 防護対策の優先度を適切に判断するためには，地震・津波による影響をで

きるだけ現実的に評価する必要がある（発電プラントの安全設計のような，
保守的に評価し，保守的な判断基準に照らして妥当性を確認する手法の適
用が必ずしも適切でない場合がある）

 防護対策の目標
 防護対策の検討にあたっては，何らかの目標設定が必要

 今回の検討対象が大規模な地震・津波のような発生確率が小さい事象であ
ることに鑑み，発生確率に応じた目標（例えば，放射性物質の現実的な移
行経路を想定した上で，公衆の健康に直接の影響を与えない）を設定し，
放出による影響をより低減する観点から防護対策を想定した上で優先度を
判断することが妥当
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２．優先的に検討すべき防護対象について

 施設全体のリスクを効果的に低減していくため，優先的に検討すべき防
護対象を選定し，検討・対策を実施することが効果的と考えられる

 選定においては以下の観点が考えられる

 放射性物質の量 ：影響の大きいリスク源から検討すべき

 性状（漏えいしやすさ）：液体か固体か等

 施設・設備の脆弱性：堅牢な施設・設備に保管されている場合は優先度低

 漏えい対策 ：漏えい時の影響緩和策が整備済みの場合は優先度低

 上記観点に基づき，検討の優先度が高いリスクとして，以下が考えられ
る

 燃料デブリの冷却中断

 燃料デブリ温度上昇による，格納容器からのセシウム等放出量の増加

 使用済燃料の冷却中断

 使用済燃料損傷による燃料棒内の放射性物質の放出

 建屋地下滞留汚染水の漏えい

 タンク内汚染水の漏えい
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３．これまでの地震・津波への対応状況

対応状況（概要）

 現行基準地震動を用いた評価を行い，建屋・設備等の耐震性を確認

 福島沖のアウターライズ津波を想定。敷地への遡上を防ぐため仮設防
潮堤を設置（高さO.P.+12.4 ～ 14.2ｍ）

 アウターライズ津波を超える津波として，東北地方太平洋沖地震相当
の津波を想定した対策を実施
 可搬式設備を用いた原子炉注水，使用済燃料プール注水
 滞留汚染水流出防止のため，汚染水貯留建屋（タービン建屋等）

の開口部閉止（実施中）

 原子炉注水機能の強化，使用済燃料の移動，汚染水漏えい対策等のリ
スク低減対策（廃止措置）については，地震や津波に限定された対策
ではないが，地震・津波への対策としても有効

リスク低減対策（例）
 燃料デブリ

 原子炉への注水源，注水手段，経路は多重性，多様性を確保
 設備の故障等により冷却が中断した場合に，消防車，電源車等可搬設備

を活用した機動的対応により注水を再開する手順を整備

- 18 -
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３．これまでの地震・津波への対応状況

リスク低減対策（例）（続き）

 使用済燃料

 設備の故障等により冷却が中断した場合に，消防車，電源車等可搬設備
を活用した機動的対応により注水を再開する手順を整備

 建屋地下滞留汚染水

 漏えい経路となりえる２，３号機海水配管トレンチの閉塞作業を実施中
（年度内を予定）

 地下水バイパス，凍土壁等の地下水流入対策を実施，滞留水水位を下げ
滞留水量の低減を図る

 タンク内汚染水

 タンク劣化，ヒューマンエラー等による漏えいに備えた影響緩和策を実
施中であり，地震による漏えいが発生しても港湾外への流出を緩和可能

 現在多核種除去設備(ALPS)等により放射性物質の除去を進めており，リ
スクの低減が進んでいる（年度内を予定）

– 多核種除去設備の増設，高性能多核種除去設備の設置に取り組んでいる
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４．検討用地震動・津波の評価

検討用地震動及び検討用津波の評価結果の概要は以下の通り

表１．検討用地震動策定結果 水平方向 最大加速度値（gal）

表２．検討用津波策定結果（m）

O.P.+26.3

敷地北側沿岸部

今回

O.P.+6.1

６号取水ポンプ

O.P.+15.5

１～４号機側
最高水位

従来
東北地方太平洋沖地

震浸水高

東北地方太平洋沖
地震

今回

675

基準地震動Ss-1

基準地震動Ss-2

基準地震動Ss-3

検討用地震動①

検討用地震動②

900

722

450

600

450

従来
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２．震源を特定せず
策定する地震動

内陸地殻内の地震の全て
を事前に評価できるとは
限らないとの観点から，
敷地近傍における詳細な
調査にかかわらず全ての
サイトで共通的に考慮す
べき地震動

a．プレート間地震
c．海洋プレート内地震

１．敷地ごとに震源を特定して
策定する地震動

サイト個別に，敷地に大きな影響を
与えると予想される地震を複数選定
し，評価を行い策定する地震動

策定において考慮する地震

震源を特定せず
策定する地震動

敷地ごとに震源を特定して
策定する地震動

検討用地震の選定

応答スペクトルに
基づく地震動評価

断層モデルを用いた
手法による地震動評価

検討用地震動
参照

地
震
動
の
超
過
確
率

検討用地震動の策定フロー

４．１ 検討用地震動の評価

b．内陸地殻内地震
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４．１ 検討用地震動の評価（前提条件等への対応状況）

新規制基準に準拠するなど，こ
れまでの検討を加味する。

解析に使用する震源モデルにつ
いては，川辺・釜江(2013)モデ
ルなど実績のあるモデルを使用
する。

震源モデルの設定では，敷地に
最も厳しい位置に強震動生成域
を移動させるなどする。

地震動については，敷地におけ
る観測結果など東北地方太平洋
沖地震の知見を踏まえて想定す
る。

前提条件等

・審査ガイドに照らし合わせ，要求事項を可能な限り評価に反映。未反映
の事項についても引き続き検討を実施予定。

・平成25年11月18日の面談，平成26年2月5日の中間報告を踏まえて検
討を実施。

・3.11型地震(M9.0)については，提案されているモデルと比較のうえ，
諸井ほか(2013)でモデル設定を行い評価を実施。（本震時の解放基盤波
と比較することで地震動レベルの妥当性を確認）

・震源モデルについては，想定する地震に関して提案されている特性化震
源モデル等も参考としながら，原則として，地震調査研究推進本部によ
る強震動予測レシピ等に基づき設定

・2011年東北地方太平洋沖地震と同規模の地震を想定した3.11型地震
(M9.0)では，強震動生成域を敷地に近付けて評価を実施

・なお，他の検討用地震の評価においても，不確かさを考慮して実施。

・2011年東北地方太平洋沖地震の知見である，『複数の領域が連動して
発生すること』を踏まえて，同規模の地震を想定。

・地震動評価は，敷地における北地点・南地点の２点の鉛直アレイ観測点
のうち，短周期側では南地点が大きくなる傾向にあることを踏まえ，南
地点で代表させ，敷地における観測記録を活用して実施。

・2011.04.11浜通の地震では，破砕部の固結を主な理由として活動性を
否定していた湯ノ岳断層が正断層として活動したため，破砕部の固結を
根拠に活動性を否定していた断層評価，海域に分布する正断層の評価を
変更（敷地への影響を比較し，双葉断層による地震に加え，畑川断層に
よる地震を検討用地震として加え，地震動評価を実施）

対応状況

P10～24④

P13,14

P15,17
③

P14

P15,16,
17,18

②

P13,14

P19,20

P12,15,
16

①

該当ページ

『検討用地震動及び検討用津波の前提条件等』への対応状況
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４．１ 検討用地震動の評価（考慮した地震の比較）

福島第一原子力発電所

これまでの評価で考慮 今回の評価で考慮

福島第一原子力発電所

地質調査結果をもとに島田地点～馬
場地点の約37kmの活動性を考慮

断層破砕部が固結
しており，後期更
新世以降における
活動はなかったと
判断

1938年5月塩屋崎沖の地震(M7.0)，
1938年11月福島県東方沖地震(M7.5)
とその余震である11月5日の地震
(M7.3)と同規模の地震の同時活動を考慮

2003年宮城県沖の地震（M7.1）と同規模の
地震が敷地下方で起きることを考慮

双葉断層による地震（双葉断層による地震（MM7.47.4））

畑川断層畑川断層

仮想塩屋崎沖の地震（仮想塩屋崎沖の地震（M7.9M7.9））

敷地下方の想定スラブ内地震（敷地下方の想定スラブ内地震（MM7.17.1））

規制基準，国土地理院(2013)を参考に，島田
地点～大堀南地点の53kmの活動性を考慮
さらに，地震調査研究推進本部を参考に長瀞地
点～大堀南地点の63kmとし地震動評価を実施

双葉断層による地震（双葉断層による地震（MM7.87.8））

破砕部の固結を主な理由として
活動性を否定していた湯ノ岳断
層が，2011.04.11福島県浜通
の地震で活動したため，後期更
新世以降の活動を否定するデー
タが乏しいことから活動性を考
慮（長さ43.5km）

畑川断層による地震（畑川断層による地震（MM7.67.6））

規制基準を踏まえ2011年東
北地方太平洋沖地震（M9.0)
と同規模の地震を考慮

3.113.11型地震（型地震（M9.0M9.0））

2011.04.07の宮城県沖の地震(M7.2)および地震調査研究推進本部を参
考に2011年宮城県沖の地震(M7.2)，1994年北海道東方沖地震(M8.2)
及び1993年釧路沖地震（M7.5)と同規模の地震を敷地前面に考慮

敷地前面の想定海洋プレート内地震（敷地前面の想定海洋プレート内地震（M7.5, M7.5, MM7.2, 7.2, M8.2M8.2））

- 23 -



無断複製・転載禁止 東京電力株式会社 13

４．１ 検討用地震動の評価（プレート間地震）

24.62.005050SMGA5

24.62.005050SMGA4

24.62.005050SMGA3

24.62.005050SMGA2

24.62.005050SMGA1

応力
降下量
(MPa)

Mo
(N･m)
×1021

W
(km)

L
(km)

23.12.583030SMGA5

10.51.022828SMGA4

15.70.6432121SMGA3

21.611.05050SMGA2

20.45.024040SMGA1

応力
降下量
(MPa)

Mo
(N･m)
×1020

W
(km)

L
(km)

諸井ほか（2013） 川辺・釜江（2013）
Kurahashi and 
Irikura（2013）

26.05.9535.235.2SMGA5

25.21.2423.123.1SMGA4

20.06.5442.542.5SMGA3

20.01.4125.525.5SMGA2

16.02.6834.034.0SMGA1

応力
降下量
(MPa)

Mo
(N･m)
×1020

W
(km)

L
(km)

SMGA1

SMGA2

SMGA3

SMGA4

SMGA5

6.61.163535SMGA4

17.53.073535SMGA3

27.85.333636SMGA2

23.94.573636SMGA1

応力
降下量
(MPa)

Mo
(N･m)
×1020

W
(km)

L
(km)

Asano and 
Iwata（2012） 佐藤（201２）

20.570.80630.015.0SMGA4

29.103.2330.030.0SMGA3

25.8577.390.090.0SMGA2

39.7714.945.045.0SMGA1

応力
降下量
(MPa)

Mo
(N･m)
×1020

W
(km)

L
(km)

検討用地震

地震動評価

震源モデルの設定

3.11型地震 （2011年東北地方太平洋沖地震と同規模の地震を想定）

■応答スペクトルに基づく地震動評価
・地震規模が大きくNoda et al. (2002)の適用範囲外，その他の距離減衰式も適用が困難。
■断層モデルを用いた手法による地震動評価
・要素地震として適切な記録が得られていることから，経験的グリーン関数法により評価。
・評価にあたっては，東北地方太平洋沖地震の解放基盤波と基本震源モデルの結果を比較

し，妥当性を確認。
■基本震源モデルは，2011年東北地方太平洋沖について提案されている震源モデルを確

認のうえ，諸井ほか(2013)に基づき設定。

■敷地前面の強震動生成域を敷地至近に配置したケースを不確かさとして考慮。
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４．１ 検討用地震動の評価（プレート間地震）

基本震源モデル
強震動生成域の位置の

不確かさを考慮したケース

福島第一
原子力
発電所

傾斜角12°
傾斜角21°

破壊開始点

震源モデル

福島第一
原子力
発電所 破壊開始点

傾斜角12°
傾斜角21°

:強震動生成域

要素地震C要素地震B要素地震A項目

4.1

7.66

44.1
37.304

141.757
6.0

2007.11.26
22:51

10.411.8応力降下量(MPa)

4.6555.1
地震モーメント
×1017(N･m)

47.09.3震源深さ(km)
36.71738.172北緯（°）

141.279143.045東経（°）震源
位置

5.86.8マグニチュード

2009.2.1
6:51

2011.3.10
6:24

発生日時

要素地震
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水平方向

東北地方太平洋沖地震解放基盤波（NS方向）
東北地方太平洋沖地震解放基盤波（EW方向）
基本震源モデル （NS方向）
基本震源モデル （EW方向）
強震動生成域位置の不確かさ考慮（NS方向）
強震動生成域位置の不確かさ考慮（EW方向）

鉛直方向

東北地方太平洋沖地震解放基盤波
基本震源モデル
強震動生成域位置の不確かさ考慮

評価結果

要素地震A
宮城県沖

要素地震C
茨城県沖

福島第一
原子力
発電所

要素地震B
福島県沖

1.00E+18

1.00E+19

1.00E+20

1.00E+21

1.00E+19 1.00E+20 1.00E+21 1.00E+22

地震モーメント　Mo（N・m）

短
周

期
レ

ベ
ル

　
A

（
N

m
/
s

2
)

■：諸井ほか(2013)
◆，▲，■，●：佐藤(2012)
◆，▲，■，●：Asano and Iwata(2012)
◆，▲，×，■，●：川辺・釜江(2013)
◆，▲，×，■，●：Kurahashi and Irikura(2013)

壇ほか(2001)（点線：2倍と1/2，細線：外挿）
佐藤(2010) （点線：平均±標準偏差）

個々の強震動生成域のMo-A関係（Vs=3.9km/sを仮定）
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４．１ 検討用地震動の評価（内陸地殻内地震）

検討用地震

地震動評価

震源モデルの設定

双葉断層による地震

畑川断層による地震

■応答スペクトルに基づく地震動評価
・Noda et al.(2002)に基づき評価。

・ただし，敷地周辺で発生した内陸地殻内地震の観測記
録が得られていないことから，内陸地殻内地震の補
正による低減は考慮しない。

■断層モデルを用いた手法による地震動評価
・敷地において要素地震として適切な記録が得られてい

ないことから，統計的グリーン関数法及び理論的手
法を用いたハイブリッド合成法により評価。

■巨視的断層パラメータのうち，断層の位置・断層長さ
については，地質調査結果に基づき設定。ただし，
双葉断層については，地質調査結果から断層長さ
53kmと考えられるものの，地震調査研究推進本部
の長期評価を参考に断層の北端について予め不確か
さを考慮して63kmと設定。

■断層の傾斜角は，地質調査結果及び地震調査研究推進

本部の長期評価を参考に90°を基本として設定し，

不確かさとして60°を考慮。

■地震発生層は，速度構造や微小地震分布等に基づき上

端深さ3km，下端深さ18km，厚さ15kmと設定。

福島第一原子力発電所

福島盆地西縁断層帯

双葉断層双葉断層

二ツ箭断層

湯ノ岳断層

井戸沢断層

畑川畑川断層断層

八茎断層 敷地南東海域
B断層

敷地南東海域A断層
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双葉断層による地震 （M7.7,Xeq=26km）
福島盆地西縁断層帯による地震（M7.8,Xeq=82km）
井戸沢断層による地震 （M7.0,Xeq=56km）
畑川断層による地震 （M7.6,Xeq=22km）
八茎断層による地震 （M6.8,Xeq=34km）
二ツ箭断層による地震 （M6.8,Xeq=36km）
湯ノ岳断層による地震 （M6.9,Xeq=56km）
敷地南東海域Ａ断層による地震（M7.1,Xeq=50km）
敷地南東海域Ｂ断層による地震（M7.1,Xeq=44km）

※ 2011年福島県浜通りの地震(Ｍ7.0, M6.4)は井戸沢断層
による地震として考慮。

Noda et al.(2002)による検討用地震の選定
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■アスペリティの位置は，断層上端へ均等に配置することを基本とし，不確か
さとして敷地至近に配置したケースを考慮。（畑川断層については，予め
敷地に近い位置に設定しているためアスペリティ位置の不確かさは考慮し
ない）

■応力降下量は，不確かさとして強震動予測レシピの1.5倍の値を考慮。

■断層モデルの破壊開始点は，巨視的断層面中央下端を基本とし，不確かさと

して巨視的断層面端部とアスペリティ端部を考慮。

４．１ 検討用地震動の評価（内陸地殻内地震）

評価結果
双葉断層による地震（断層モデル）
双葉断層による地震（Noda et al.(2002)）
畑川断層による地震（断層モデル）
畑川断層による地震（Noda et al.(2002)）

UD方向NS方向 EW方向

震源モデルの設定
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４．１ 検討用地震動の評価（海洋プレート内地震）

検討用地震

地震動評価

震源モデルの設定

2011年型地震(M7.2)

（2011年宮城県沖の地震を想定）

1994年型地震(M8.2)

（1994年北海道東方沖地震を想定）

1993年型地震(M7.5)

（1993年釧路沖地震を想定）

■応答スペクトルに基づく地震動評価
・Noda et al.(2002)に基づき評価。

・評価にあたっては，敷地における観測記録を
用いて算定した補正係数を考慮。

■断層モデルを用いた手法による地震動評価
・要素地震として適切な記録が得られているこ

とから，経験的グリーン関数法により評価。

■基本震源モデルは，各地震の規模，太平洋プ
レートの深さ方向の位置関係を保持して敷
地前面に想定し，笹谷ほか(2006)に基づき
設定。

■2011年宮城県沖の地震(M7.2)において大

加速度の記録が得られた要因に関する知見

を反映し，応力降下量及び断層傾斜角の不

確かさを重畳させて考慮し，併せて破壊開

始点の不確かさの影響も考慮。
-150

-100

-50

0

-50 0 50 100 150

発電所からの距離（km）

深
さ

（
k
m
）

福島第一原子力発電所

1993年型地震

2011年型地震
1994年型地震

福島第一原子力発電所

2011年型地震

1993年型地震

1994年型地震

断面図

平面図

「敷地前面の想定海洋プレート内地震」と総称

- 28 -



無断複製・転載禁止 東京電力株式会社 18

４．１ 検討用地震動の評価（海洋プレート内地震）

福島県沖の地震項目
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評価結果
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1993年型地震（Noda et al.(2002) ）
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※基本震源モデルを例示
平面図

19931993年年型地震型地震

20112011年年型地震型地震

19941994年年型地震型地震
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４．１ 検討用地震動の評価（地下構造の評価）

■鉛直アレイ観測記録（●印）
富岡観測点に対する到来方向別の水平方向スペクトル比

0.1
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0.01 0.1 1 10

Ratio

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

Ratio

南地点／富岡観測点

北地点／富岡観測点

・到来方向別の明瞭な差は確認されない
・短周期側は，富岡観測点よりも北地点が小さく，

南地点が大きくなる傾向

■地下構造による伝播特性の分析
敷地内においては，地震観測が実施されており，多くの
観測記録が得られていることから，これらの記録を分析
し，地下構造による伝播特性を評価

鉛直アレイ南地点

鉛直アレイ北地点

１号機

２号機

３号機

４号機

５号機

６号機

真北 ≒ プラントノース
(P.N)

磁
北

θ=6°35
′

N04
N01

N02

N03

S01S02S03
S04

S05
S06

S07
C09

C06

C07

C04

C03 C02

C01

C05

C08

0 500m

敷地内の地震観測点

敷地周辺における地震の区分

福島第一

原子力発電所

東
西

南

北

富岡観測点

福島第一

約10km

富岡観測点と福島第一の位置関係

：東（平均）
：南（平均）
：西（平均）
：北（平均）
：全地震（平均）
：全地震（±1σ）

周期（秒）

周期（秒）
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４．１ 検討用地震動の評価（地下構造の評価）

・いずれの観測記録からも，敷地内の各地点において，到来方向による明瞭な差は確認されない

■水平アレイ観測記録（●印 抜粋）
C09地点に対する到来方向別の水平方向スペクトル比

標高 
 

(m) 

層厚 
 

(m) 

密度 
ρ 

(t/m3) 

S波速度
Vs 

(m/s) 

P波速度
Vp 

(m/s) 
Q 値 備考 

       

 
104 1.80 810 2260 100  

 
120 1.9 870 2100 100  

 
200 2.0 1010 2200 100  

 
410 2.0 1160 2520 100 

 

 
1750 2.7 2800 5500 300  

 
∞ 2.7 3550 6000 300  

解放基盤表面 -196

-300

-420

-1030

-2780

-620

地震基盤面 

1.8
最深部
地震計

■地下構造モデルの設定
水平／上下スペクトル比の逆解析による地下構造推定法
[小林ほか(2005)]に基づき，増幅率の大きい鉛直アレイ

南地点を代表し，地下構造モデルを設定
設定された地下構造モデルは，敷地における微動アレイ
結果と整合することを確認

：東（平均）
：南（平均）
：西（平均）

：北（平均）
：全地震（平均）
：全地震（±1σ）
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加藤ほか(2004)による応答スペクトル
佐藤ほか(2013)による推計結果

■震源近傍の硬質地盤上の強震記録を収集し設定された加藤ほか(2004)による
応答スペクトルに対し，Noda et al.(2002)の方法により求めた地盤増幅特性
を用いて，「震源を特定せず策定する地震動」の応答スペクトルを設定。

■加えて，審査ガイド例示16地震のうち，解放基盤表面相当の地震動が評価され
ている2004年北海道留萌支庁南部地震のHKD020港町観測点の佐藤ほか
(2013)による推計結果も併せて考慮。

審査ガイド 例示16地震

４．１ 検討用地震動の評価（震源を特定せず策定する地震動）
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４．１ 検討用地震動の評価（検討用地震動）

■「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する
地震動」の評価結果を踏まえ検討用地震動①を策定。

■強震動生成域の位置の不確かさを考慮した3.11型地震の断層モデルの評価結果
を検討用地震動②として策定。
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(今回) 検討用地震動①
(今回) 検討用地震動②
(従来) 基準地震動Ss-1
(従来) 基準地震動Ss-2
(従来) 基準地震動Ss-3
各地震の地震動評価結果

擬似速度応答スペクトル
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４．１ 検討用地震動の評価（検討用地震動）

加速度時刻歴波形

検討用地震動① 検討用地震動②
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一様ハザードスペクトル
検討用地震動①H
検討用地震動②NS
検討用地震動②EW

一様ハザードスペクトル
検討用地震動①V
検討用地震動②UD

10-3

10-4

10-5

10-6

４．１ 検討用地震動の評価（超過確率の参照）

 検討用地震動の応答スペクトルと日本原子力学会(2007)の方法に基づき試算
した敷地における地震動の一様ハザードスペクトルを比較。

 策定した地震動の応答スペクトルの年超過確率は10-4～10-5程度。

10-3

10-4

10-5

10-6
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検討用津波の策定フロー

地震以外の要因による津波地震による津波

プレート間地震
アウターライズ地震

海域活断層による
地殻内地震

検討用津波
参照

津波の超過確率

陸上及び海底での
地すべり，斜面崩壊

火山現象

敷地に対して最も影響が大きくなる波源を選定

プレート間地震のうち
東北地方太平洋沖型地震の検討

原子力規制委員会（2013）「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」に準拠す
るとともに，2011年東北地方太平洋沖地震の知見などを踏まえて，供用中に施設に大き
な影響を及ぼすおそれがある津波を評価した。

検討用津波の波源としては，東北地方太平洋沖型地震，千島海溝～日本海溝北部の地震，
津波地震型及びアウターライズ地震型などを考慮した。

波源の不確かさを考慮し，福島第一原子力発電所に対して最も影響が大きくなるモデルを
検討した。

検討の結果，東北地方太平洋沖型地震が敷地に最も影響を与えた。

新規制基準を踏まえた津波評価

４．２ 検討用津波の評価
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新規制基準に準拠するなど，こ
れまでの検討を加味する。

津波の解析にあたっては，津波
対策を反映した地形モデルを用
い，その効果を確認する。

波源モデルのすべり域は，すべ
り分布の不均一性を考慮し，サ
イト前面に設定するなどする。

津波については，東北地方太平
洋沖地震の知見を踏まえて，日
本海溝から千島海溝沿いの領域
を設定する。

前提条件等

・審査ガイドに照らし合わせ，要求事項を可能な限り評価に反映。未反映

の事項についても引き続き検討を実施予定。

・平成25年11月18日の面談，平成26年2月5日の中間報告を踏まえて検
討を実施。

・2011年東北地方太平洋沖地震の福島第一原子力発電所における平均地
殻変動量の反映として，0.662mの沈降を初期潮位に加算。

・北防波堤損壊区間は復旧状況を反映し堤高をO.P.+3.5mとした。４号機
南側の仮設防潮堤（ 高さO.P.+14m ）は考慮していない。

・原子力規制委員会「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」を
踏まえ，特性化波源モデルを作成し，超大すべり域・大すべり域の位置
を変えた検討を行い，敷地への影響が最大となる位置に配置して評価を
実施。

・2011年東北地方太平洋沖地震の知見である，『複数の領域が連動して
発生すること』を踏まえて，同規模の地震を，敷地への影響が最大とな
る位置に想定。

・波源モデルの設定では，2011年東北地方太平洋沖地震の発生直後であ
ることを考慮。

・千島海溝沿いの領域については，2011年の波源域を含まない，日本海
溝北部から千島海溝の波源モデルについて評価を実施。

対応状況

P25～33④

P31③

P27，28②

P27，28①

説明資料

該当ページ

『検討用地震動及び検討用津波の前提条件等』への対応状況

４．２ 検討用津波の評価（前提条件等への対応状況）
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福島第一原子力発電所

2011年東北地
方太平洋沖地震

（Mw9.1）

津波地震型
（Mw8.5）

アウターライズ地震型
（Mw8.6）

千島海溝から日本海溝北部
の領域（Mw9.４）

東北地方太平洋沖型地震
（Mw9.1）

▲

陸域斜面崩壊

火山活動

O.P.+2.8ｍ６．８－－海域の活断層

O.P.+2.0ｍ－－－海底地すべり

O.P.+5.2m８．６８．４1933年昭和三陸地震
アウターライズ

地震型

８．５

９．４

９．１

検討規模
Mw

O.P.+11.5m
８．５

～８．８
５００年間隔地震

千島海溝から
日本海溝北部

O.P.+14.5m

O.P.+23.2ｍ

最高水位

（旧検潮所）

８．２

８．３

９．０

～９．１

既往地震規模
Mw

1677年延宝房総地震

1896年明治三陸地震

2011年東北地方

太平洋沖地震

既往地震

津波地震型

東北地方太平洋
沖型地震

名称

該当なし

該当なし

検討用津波の評価結果

４．２ 検討用津波の評価（評価結果）
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内閣府(2012)

2011年東北地方太平洋沖地震に伴う
津波を再現する詳細津波波源モデル

再現する波源モデルを単純化 検討用津波の波源モデル

すべり量の凡例
■ 超大すべり域 ３６．６ｍ
■ 大すべり域 １８．３ｍ
■ 背景領域 ５．７ｍ

・ 将来想定である検討用津波の評
価のため，すべり分布を単純化

・ 領域全体を日本海溝の南端
まで移動

・ 大きくすべる領域を，敷地
への影響が最大となるよう，
複数設定し，最大ケースを
選定

す
べ
り
分
布
の
単
純
化

敷
地
で
の
最
大
ケ
ー
ス
を
選
定

(独)原子力安全
基盤機構(2011)

Satake et al.(2013) 東京電力

大きくすべる
領域を移動

検討用津波（東北地方太平洋沖型地震）の検討

４．２ 検討用津波の評価（東北地方太平洋沖型地震の検討）
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旧検潮所最高水位：23.2m

敷地南側沿岸部最高水位：26.0m

敷地北側沿岸部最高水位：26.3m

沖合地点最高水位：13.3m
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0 10 20 km

沖合地点の評価位置

●

▲

敷地から約20km
（水深約100m）

福島第一
原子力発電所

Ｎ

●

●

●

旧検潮所

敷地北側
沿岸部

敷地南側沿岸部

Ｎ

0                                  
500m

検討用津波（東北地方太平洋沖型地震）の時刻歴波形

４．２ 検討用津波の評価（時刻歴波形）
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検討用津波の最高水位分布 [ O.P.（m）]

●
●

敷地北側
沿岸部

O.P.+26.3m ●

旧検潮所
O.P.+23.2m 敷地南側

沿岸部
O.P.+26.0m

30m

28m

26m

24m

22m

20m

18m

14m

16m

12m

O.P.

10m

検討用津波（東北地方太平洋沖型地震）の最高水位分布

４．２ 検討用津波の評価（最高水位分布）
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・北防波堤損壊区間は復旧状況を反映し堤高をO.P.+3.5mとした
・４号機南側の仮設防潮堤（ 高さO.P.+14m ）は考慮していない

防波堤・防潮堤防波堤・防潮堤

福島第一原子力発電所における平均地殻変動量0.662mの沈降を初期潮位に加算20112011年東北地方太平洋沖地震の地殻変動量年東北地方太平洋沖地震の地殻変動量

マニングの粗度係数（n = 0.03 m-1/3s）海底摩擦係数海底摩擦係数

考慮していない（Kh = 0）水平渦動粘性係数水平渦動粘性係数

越流を本間公式（1940）や相田公式(1977)で考慮越流境界条件越流境界条件

・敷地周辺（計算格子間隔80m～5m）の領域は小谷ほか(1998)の陸上遡上境界条件
・それ以外は完全反射条件

陸側境界条件陸側境界条件

後藤・小川(1982)の自由透過の条件沖側境界条件沖側境界条件

非線形長波理論（浅水理論）に基づく後藤・小川(1982)の方法基礎方程式及び数値計算スキーム基礎方程式及び数値計算スキーム

O.P. + 1.27m（朔望平均満潮位）潮位条件潮位条件

C.F.L条件を満たすように0.2秒に設定計算時間間隔計算時間間隔

4,320m
格子

2,160m
格子

720m
格子

240m
格子

80m
格子

10m格子

5m格子

●

●

●

旧検潮所

敷地北側沿岸部

敷地南側沿岸部

Ｎ

80m格子

40m格子

20m格子

Ｎ

【参考】検討用津波の評価手法：格子分割及び計算条件

４．２ 検討用津波の評価（【参考】評価手法）
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確率論的津波ハザードの検討にあたっては，地震による津波を検討対象とし、解析手順は日本
原子力学会(2012)・土木学会(2011)（以下，「土木学会手法」という。）に基づき実施した。

検討対象の地震は，日本海溝～千島海溝における連動型地震，津波地震，アウターライズ地震
とした。

認識論的不確かさとして，地震規模，平均発生間隔，波源のモデル化等を考慮した。

偶然的不確かさとして，津波推定値のばらつきの分布を対数正規分布として考慮した。

ロジックツリーは，日本原子力学会(2012)・土木学会手法に基づき，2011年東北地方太平
洋沖地震後の知見を反映した設定とし，地震の発生直後であることを考慮した。

ロジックツリーの概要

対象地震
地震規模

（モーメントマグニ
チュードMwの範囲）

津波推定値の

対数標準偏差

対数正規分布の
打ち切り範囲

連動型地震

津波地震

ｱｳﾀｰﾗｲｽﾞ地震

連動型地震

Mw8.4～9.6

津波地震

Mw7.9～8.8

アウターライズ地震

Mw8.0～8.6

知見を踏まえた分岐

①土木学会手法

β= 0.223，0.3

0.372，0.438

②原子力安全基盤機構

の検討成果を参照

β＝0.20，0.25，0.30

知見を踏まえた分岐

①土木学会手法

α=±2.3σ， ±10σ

②原子力安全基盤機構

の検討成果を参照

α=±2.3σ

波源ごとに設定

認識論的不確かさ 偶然的不確かさ

超過確率の参照：確率論的津波水位評価の概要

平均発生間隔

４．２ 検討用津波の評価（超過確率の参照）

- 43 -



無断複製・転載禁止 東京電力株式会社 33

津波高さ [m]

0        10       20        30       40       5026.3m

年
超
過
頻
度

津波高さ [m]

0        10       20        30       40       5026.0m

１×10ｰ5程度

10ｰ４～10ｰ5

１×10ｰ5程度

年超過頻度（算術平均）

O.P.+26.3m

O.P.+26.0m

O.P.+23.2m

検討用津波水位

敷地北側沿岸部

敷地南側沿岸部

旧検潮所

位置

福島第一原子力発電所における検討用津波の年超過頻度

年
超
過
頻
度

年
超
過
頻
度

津波高さ [m]

0        10       20        30       40       5023.2m

４．２ 検討用津波の評価（超過確率の参照）

敷地南側沿岸部

超過確率の参照：確率論的津波水位評価の結果

敷地北側沿岸部旧検潮所
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５．検討用地震動・津波を踏まえた対応について

O.P.+4m

サブドレン

海水面

海側遮水壁凍土遮水壁

2,3号機海水配管
トレンチの
汚染水除去，閉塞

（年度内を予定）

タービン建屋

サブドレン

使用済燃料プール

凍土遮水壁

ALPS等

O.P.+10m

O.P.+35m

燃料取り出し
（４号機実施中）

汚染水浄化
（年度内を予定）

仮設防潮堤

滞留汚染水
の水位低下

（今後実施）

消防車等可搬設備
は高台に設置

タンクエリア
堰の嵩上げ，二
重化，堰内塗装

燃料デブリ，使用済燃料の冷却
可搬設備を活用した機動的対応に

より注水を再開できる見込み
消防車，電源車等は津波の影響を

受けない高台に設置

タンク内汚染水
津波の影響を受けない高台に設置
多核種除去設備(ALPS)等により

放射性物質を除去中
万一の漏えいに備えた影響緩和策

を実施。敷地外への流出を緩和可
能

建屋地下滞留汚染水
放射性物質濃度は減衰・水処理により大幅に減少（セシウム

137濃度は，事故時(H23.6)の約1/50）
大規模津波発生時，現状では２，３号機海水配管トレンチが

流出経路として大きく寄与する可能性がある。閉塞作業を進
めており，閉塞後は流出量は閉塞前の３割程度（事故時放出
量の0.1%程度）まで低減する見込み

地下水流入対策を実施，滞留水水位を下げ滞留水量を低減

原子炉建屋

今後，検討用地震動・津波に基づく評価を実施し，脆弱性が高いと考えられる箇所を優先して信頼性向
上対策を検討・実施していく
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５．検討用地震動・津波を踏まえた対応について

５．１ 燃料デブリ

［現状］

 原子炉建屋耐震壁の耐震性は現行基準地震動に対して大きな余裕があり，
検討用地震動に対しても構造として耐えられる見込み
 1～4号原子炉建屋のせん断ひずみ評価結果(損傷考慮)：現行基準地震動

0.12～0.17×10-3＜基準値(4×10-3)

 地震後の時間経過によって，リスクは減少している
 崩壊熱は継続的に減少しており，仮に冷却機能が失われても，安全確保のため

の対応を実施するための時間的余裕は増加

– デブリの崩壊熱：～0.2MW
〔1F2/3の停止12h後(約20MW)の1/100以下〕

 希ガス，よう素等の揮発性が高く半減期が短い放射性物質は既に大幅に減少
（外部に放出されやすい放射性物質は大幅に減少）

 仮に冷却機能が失われても，１日程度での注水再開により，敷地境界での線量
は殆ど無視できるレベル（10-4mSv/年以下）に抑えられる見込み

1.4×106Bq4.3×105Bq
－

（充分少ない）

－

（充分少ない）

注水停止時(25h)
の放出量(評価)

１×1016Bq１×1016Bq5×1017Bq5×1017Bq
事故時大気放出量
（３月まで）

セシウム137セシウム134よう素131希ガス
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５．検討用地震動・津波を踏まえた対応について

５．１ 燃料デブリ（続き）

［対応状況］

 原子炉への注水源，注水手段，経路は多重性，多様性を確保
 注水ポンプの多重化，予備機の分散配置

 水源を複数利用できるように準備

 （最近の信頼性向上対策の例）：３号機復水貯蔵タンクを水源とする運用を開始
し，配管長の縮小，水源の保有水量の増加等信頼性が向上

 仮に設備の故障等により冷却が中断した場合でも，消防車，電源車等可搬設
備を活用した機動的対応により注水を再開できる見込み
 消防車等の可搬設備は，津波の影響を受けない高台に保管

 津波襲来時の瓦れき撤去手順を整備。より大きな地震動により斜面が崩落した場
合の消防車移動ルート確保について整備中

 窒素封入についても同様に再開できる見込み

 冷却が中断しても，消防車等の可搬設備を活用した機動的対応によ
り，注水を再開できる見込み
－崩壊熱の低下により，機動的対応の時間的余裕は増加傾向－

 今後の検討用地震動・津波に基づく評価を活用し，機動的対応への
影響確認等を行い，信頼性向上策を検討・実施していく
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５．検討用地震動・津波を踏まえた対応について

５．２ 使用済燃料

［現状］

 原子炉建屋耐震壁の耐震性，共用プールの耐震性は現行基準地震動に対し
て大きな余裕があり，検討用地震動に対しても基本的な維持機能（使用済
燃料プールの健全性）は確保できる見込み

 地震後の時間経過によって，リスクは減少している
 崩壊熱は継続的に減少しており，仮に冷却機能が失われても，安全確保のため

の対応を実施するための時間的余裕は増加

– 使用済燃料プールの崩壊熱：～0.5MW(ユニット)，約1.5MW(共用)
〔発電プラントの例：KＫ6/7で約11MW-停止10日後〕

– プール水位が燃料上部２ｍ（放射線が充分遮へいされるレベル）に下がるまで，20
日以上の余裕

 希ガス，よう素等の揮発性が高く半減期が短い放射性物質は既に大幅に減少
（外部に放出されやすい放射性物質は大幅に減少）

 使用済燃料プールへの落下物等により，水中で使用済燃料が破損したと仮
定して評価を実施した結果でも，敷地境界外の実効線量は0.1mSv以下※

である
※１号機使用済燃料プール内の全燃料が破損するという保守的な仮定をした場合

の評価結果
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５．検討用地震動・津波を踏まえた対応について

５．２ 使用済燃料（続き）

［対応状況］

 仮に設備の故障等により冷却が中断した場合でも，消防車，電源車等可搬設
備を活用した機動的対応により注水を再開できる見込み
 消防車等の可搬設備は，津波の影響を受けない高台に保管

 津波襲来時の瓦れき撤去手順を整備。より大きな地震動により斜面が崩落した場
合の消防車移動ルート確保について整備中

 冷却が中断しても，消防車等の可搬設備を活用した機動的対応によ
り，注水を再開できる見込み
－崩壊熱の低下により，20日以上の時間的余裕がある－

 今後の検討用地震動・津波に基づく評価を活用し，機動的対応への
影響確認等を行い，信頼性向上策を検討・実施していく
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５．検討用地震動・津波を踏まえた対応について

５．３ 建屋地下滞留汚染水

［現状］

 建屋地下階の耐震性は現行基準地震動に対して大きな余裕があり，検討用地
震動に対しても構造として耐えられる見込み

 3号タービン建屋のせん断ひずみ評価結果：現行基準地震動

0.15×10-3＜基準値(4×10-3)

 建屋地下滞留汚染水の放射性物質濃度は減衰・水処理により減少
 セシウム137濃度は，事故時(H23.6)の約1/50に減少

 セシウム134の半減期は約２年であり，事故後３年半で約３割まで減衰。セシ
ウム137濃度よりさらに減少

1.1×1015Bq3.7×1014Bq
－

（充分少ない）

建屋地下滞留汚染水

放射性物質総量概算

3.6×1015Bq3.5×1015Bq1.1E×1016Bq
事故時海洋放出量
（９月まで）

セシウム137セシウム134よう素131
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５．検討用地震動・津波を踏まえた対応について

５．３ 建屋地下滞留汚染水（続き）

［対応状況］
 仮に汚染水処理設備が停止しても，１ヶ月程度は原子炉への注水等による滞留

水増加に耐えられる見込み
現行タービン建屋水位～管理水位(OP3000→4000)までの余裕は約23,000m3

 大規模津波襲来時の影響
現状では２，３号機海水配管トレンチ，及び同トレンチを通じたタービン建屋からの

漏えいが流出経路として大きく寄与する可能性があるが，閉塞作業を実施中（年度内
を予定）

２，３号機海水配管トレンチ閉塞後は，流出量は閉塞前の３割程度に低減する見込み
– 事故時の放出量と比較すると，0.1％程度まで低減する見込み

（ヨウ素及びセシウムについて，大気放出及び海洋流出(～H23.9)を考慮）

 今後の対策
滞留水量の低減による放射性物質量の低減

– 地下水流入対策による滞留水水位低下（地下水バイパス，凍土遮水壁等）

– 汚染水の滞留する範囲（建屋及び区画）の縮小
（今後の廃止措置及び汚染水量を踏まえ，低減効果の高い建屋・区画のドライアップ）

津波影響評価結果及び汚染水除去スケジュールを踏まえ，流出防止策を検討・実施
– 汚染水の滞留する建屋・区画に対し，開口部の閉塞，止水等の対策を実施

大規模津波襲来時に備え，
建屋地下滞留汚染水の除去・低減を確実に実施することが基本的な対応
津波襲来時の滞留水流出防止対策を今後検討・実施
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５．検討用地震動・津波を踏まえた対応について

５．４ タンク内汚染水
［現状］
 現行基準地震動による評価では，転倒等の観点から耐性を確認
 東北地方太平洋沖地震時にも，耐震クラスの低い既設タンクの多くは漏えい

に至っておらず，耐震評価上の基準値を超えたとしても直ちに大規模な漏え
いに至るものではないと考えられる

 高台に設置されているため，津波の影響は受けない

［対応状況］
 タンク劣化，ヒューマンエラー等による漏えいに備えた影響緩和策を実施中

であり，地震による漏えいが発生しても港湾外への流出を緩和可能
 タンクエリアの堰の嵩上げ，二重化，堰内塗装
 排水路ルートを港湾外から港湾内に変更

 現在多核種除去設備(ALPS)等により放射性物質の除去を進めており，リスク
の低減が進んでいる。さらに，多核種除去設備の増設，高性能多核種除去設
備の設置に取り組んでいる

 スロッシングによる漏えい対策として，タンク容量と貯蔵量の推移を考慮し
つつタンク水位の低下等について検討中

 多核種除去設備等による処理を確実に進め，汚染水の除去自体を早
急に実施することが基本的な対応（年度内を予定）

 今後の評価結果を踏まえ，漏えい防止策の拡充等の信頼性向上策を
検討・実施していく
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